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調整給付について 

 

１．調整給付額の計算方法について 

（１）「所得税分控除不足額」の算出方法 

 

（２）「個人住民税分控除不足額」の算出方法 

 

⇒調整給付額＝①＋②（１万円単位で切り上げて算出） 
 

※「令和６年分推計所得税額」及び「令和６年度分個人住民税所得割額」のいずれ

も定額減税可能額を上回る（定額減税可能額を全額減税できる）方は、調整給付

の対象外となります。 

 

２．調整給付の給付例について 

＜例＞夫が妻と子ども２人を扶養しており、夫の令和６年分推計所得税額が７万

３千円、令和６年度分個人住民税所得割額が２万５千円の場合 

（１）所得税分控除不足額 

 

（２）個人住民税分控除不足額 

 

調整給付額は①＋②＝６万２千円ですが、支給額は７万円となります。 

定額減税可能額 

３万円×（本人＋扶養親族数） 

令和６年分 

推計所得税額 

 

①所得税分 

控除不足額 

定額減税可能額 

１万円×（本人＋扶養親族数） 

令和６年度分 

個人住民税 

所得割額 
 

②個人住民税分 

控除不足額 

－ ＝ 

－ ＝ 

定額減税可能額 

３万円×４人＝１２万円 

令和６年分 

推計所得税額 

７万３千円 

①所得税分控除不足額 

４万７千円 

定額減税可能額 

１万円×４人＝４万円 

令和６年度分 

個人住民税所得割額 

２万５千円 

②個人住民税分 

控除不足額 

１万５千円 

－ 

－ 


